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r8物価_1_1

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

事業数 2 基金事業数

最終事業NO 3

（単位：千円）

前回から記載内容に変更があっ

た事業数 2

"うち交付対象経費のみの変更"

を除いた変更事業数 2

（単位：千円）

Ａ

Ｂ1

交付対象経費

（単位：千円）

国のR7補正予算分

（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

（単位：千円）

その他

（一般財源や補助対象外経費等）

（単位：千円）

総事業費に係る

事務費

（単位：千円）

合計  18,961  18,961  18,961 - 

令 和 ７年 度 第 ３回 実 施 計 画 で食 料 品 の 物 価 高 騰 に 対 す る

特 別 加 算 の 配 分 を受 け てい ない 市 区 町 村 は 、

食 料 品 の 特 別 加 算 に 関 す る事 業 をN O1 に 入 力 し てく だ さ い 。

複 数 の 事 業 が あ る場 合 は 、 N O2 以 降 に 記 載 し てく だ さ い 。

1  -  -

2 R7_補正 推奨事業 ○ ○

食材料費高騰の影響により、当町の公立小学校の一月あたりの給食費

は国の「学校給食費の抜本的な負担軽減」による基準額を上回るため、

差額について交付金を活用し、保護者から負担を求めることなく物価高

対策を行うことで、子育て世帯の生活に安心を与えることができる。

○ 令和8年度　学校給食費高騰対策支援事業（町立小学校分）
Ⅰ．生活の安全保障・物価高への

対応
○

①食料品の物価高騰に対する特別

加算
③物価高騰に伴う子育て世帯支援  9,900  9,900  9,900  -  -

①物価高騰対策として、給食費負担軽減交付金による支援を踏まえ、国/都道府県からの基準

額に基づく支援額を超える部分に対して重点支援地方交付金を充当することで、保護者から負

担を求めることなく、児童への学校給食の安定供給を維持する。

②学校給食費助成金（町立小学校　1人につき月額750円）

③（5,950円-5,200円）×1,200人×11カ月分　9,900千円（積算に教職員の給食費は含まれていな

い）

④岐南町総合調理センター

○ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3

町が総合調理センターへ助成金を通して運営支援を行うこ

とで、支援対象児童約1280人分の給食の質を落とすことな

く、安定供給を維持する。また、保護者に対して追加負担を

求めない。

明記予定（HP) ホームページ 給食 R8当初（地）

3 R7_補正 推奨事業 ○ ○

学校施設の光熱費について、エネルギー高騰の影響により増額した負

担分を、エネルギー高騰対策として交付金を活用することで、安定的な

施設運営を図ることができ、子ども達の学校生活に安心を与えることが

できる。

○ 令和8年度　エネルギー価格高騰対策支援事業（町立中学校分）
Ⅰ．生活の安全保障・物価高への

対応
○

⑦医療・介護・保育施設、学校施

設、公衆浴場等に対する物価高騰

対策支援

 9,061  9,061  9,061  -  -

①生徒が日常的に利用する町立中学校施設の光熱費について、エネルギー価格高騰の影響

による増負担分を支援し、安定的な施設運営を図る。

②光熱費のうち、エネルギー価格高騰の影響により増大した電気、ガス使用料等に係る経費分

③令和8年度当初予算-令和3年度当初予算

電気・ガス使用料　15,770千円-6,709千円＝9,061千円

④岐南町立岐南中学校

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3
エネルギー高騰に起因する施設設備の使用停止、臨時休

校等といった対応を0とし、円滑な学校運営を行う。
明記予定（HP) ホームページ 公立学校施設 R8当初（地）
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成果目標（可能な限り定量的指標を設定）事業始期 国の重点支援地方交付金が活用されている旨の明記

配分予定額計

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①　（令和7年度本省繰越分）

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

小計　交付限度額（R7経済対策分）

                                                                                                            -

                                                                                                            -

                                                                                                    13,045

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた

各省庁の通知の発出状況に定義されている対象分野)

                                                                                                    13,045

                                                                                                            -

エラー（自治体名記

載不備）

実施状況の公表等について

(HP、広報誌など）

商品券等活用事業が事

務連絡等の留意事項を

踏まえた制度設計と

なっているか

（具体的な対応を検討

中の場合も含む）

13,045                                                                                          
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

にかかる交付対象経費

メールアドレス zaimu@town.ginan.lg.jp

今回配分予定額

国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限度額を上

限として参考表記

配分予定額計

国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限度額を上

限として参考表記

電話番号

令和8年度既配分額

国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
交付対象経費(地方単独事業費)

（R7経済対策分）

野田　亜美

                                                                 18,961

都道府県・市町村コード（５桁）

都道府県区分

エラー（既配分額記

載不備）

エラー（担当者・連絡

先記載不備）

-                                                                                                 

13,045                                                                                          

13,045                                                                                          

エネルギー・食

料品価格等の物

価高騰の影響を

受けた生活者等

に対して事業の

効果が直接及ぶ

Ｎｏ

臨時の措置であ

ることが分かる

事業名称として

いる

国

の

予

算

年

度

事業終期基金
個人を対象とし

た給付金等

特定事業者等支

援

商品券等活用事

業
予算化時期物価高騰対策と整理する根拠・理由 推奨事業メニュー ※推奨事業メニュー①について、

②～④にも関連する場合は、N～P列に追加で選択してください。
予算化の

方法

Ｂ
※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

令和8年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費に臨

時交付金を充当

していない

枠

総務部財務課担当部局課名

21302

【21_岐阜県】

21302_岐阜県岐南町

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効果があると判断する地方単独事

業」を選択した場合の、より効果があると考える理由

交付対象事業の名称 経済対策等との関係 総事業費

（単位：千円）

C

支援開始

時期

地方公共団体名（コード有り）

担当者氏名

                                                                  9,900（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限度額を上

限として参考表記

                                                                                                            -

058-247-1394

                                                                                                    13,045 移管先  交付限度額計総務省

自治体利用欄

備考1

(重点支援地方交付金の追加を

踏まえた各省庁の通知の発出

状況に定義されている対象分

野)

自治体利用欄

備考1のサブカテゴリー　※N～P列を記入している場合のみ

備考２

「農林水産・食品分野」

「中小企業・小規模事業者の賃

上げ環境整備」

における細分化項目

自治体での予算区分


